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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．純資産額の算定にあたり、平成18年９月期中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．平成18年３月期は、期末の臨時雇用者数が従業員数の100分の10を超えましたので、その年間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

回次 第149期中 第150期中 第151期中 第149期 第150期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 26,042 32,060 31,591 55,291 66,499 

経常利益（百万円） 925 2,499 1,843 2,780 4,694 

中間（当期）純利益
（百万円） 

409 1,461 545 1,256 2,605 

純資産額（百万円） 27,319 29,482 32,359 27,970 30,698 

総資産額（百万円） 50,427 55,992 57,846 52,622 58,056 

１株当たり純資産額
（円） 

835.61 901.93 949.95 855.61 939.19 

１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

12.51 44.72 16.68 38.43 79.72 

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－  －  －  －  －  

自己資本比率（％） 54.2 52.7 53.7 53.2 52.9 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

△1,330 1,081 1,567 2,183 5,296 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

5,388 △300 △466 5,159 △592 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

△368 121 △737 △960 △554 

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高
（百万円） 

7,326 10,928 14,526 10,009 14,190 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者

数（人）） 

1,153 

（－） 

1,280 

（－） 

1,136 

（－）  

1,212 

（－） 

1,134 

（153） 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成18年９月期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損

失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．上記２以外の会計期間（年度）の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 第149期中 第150期中 第151期中 第149期 第150期 

会計期間 

自平成16年 

４月１日 

至平成16年 

９月30日 

自平成17年 

４月１日 

至平成17年 

９月30日 

自平成18年 

４月１日 

至平成18年 

９月30日 

自平成16年 

４月１日 

至平成17年 

３月31日 

自平成17年 

４月１日 

至平成18年 

３月31日 

売上高（百万円） 19,212 23,432 22,463 41,809 48,151 

経常利益（百万円） 732 2,014 1,400 2,407 4,142 

中間（当期）純損益
（百万円） 

319 1,249 △58 1,172 2,474 

資本金（百万円） 4,801 4,801 4,801 4,801 4,801 

発行済株式総数（株） 32,710,436 32,710,436 32,710,436 32,710,436 32,710,436 

純資産額（百万円） 26,720 28,618 29,531 27,468 29,721 

総資産額（百万円） 41,904 46,427 48,771 44,683 48,986 

１株当たり純資産額
（円） 

817.27 875.51 903.54 840.25 909.33 

１株当たり中間（当
期）純損益金額（円） 

9.78 38.24 △1.80 35.85 75.69 

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額
（円） 

3 4 4 6 8 

自己資本比率（％） 63.8 61.6 60.6 61.5 60.7 

従業員数（人） 539 549 474 517 494 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、鋼製電線管に係る事業（製造及び販

売）を松下電工株式会社と共同で設立した松下電工ＳＰＴ株式会社に集約いたしました。 

 これは、最新の製造設備をもつ当社の製造力と電設資材業界に幅広く代理店網をもつ松下電工株式会社の販売力を

組み合わせることでユーザー満足度をより高める商品やサービスの提供、効率的な経営を図り、事業が強化されると

判断したからであります。 

 これに伴い、前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました株式会社エヌピー・エック及び日東金属工業株式

会社を連結の範囲から除外し、松下電工ＳＰＴ株式会社及びパナソニック電工スチールタイ株式会社を当中間連結期

間から持分法適用関連会社としております。なお、株式会社エヌピー・エック及び日東金属工業株式会社は、それぞ

れ中間純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 この結果、平成18年９月30日現在では、当社グループは当社、親会社、子会社４社及び関連会社４社により構成さ

れることとなり、その主たる事業は、自動車・建機用鋼管、建材用鋼管の製造及び販売となりました。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。  

  

 また、当中間連結会計期間（平成18年４月）において、次の連結子会社を松下電工ＳＰＴ株式会社へ承継しました。 

 （注）パナソニック電工スチールタイ株式会社、株式会社エヌピー・エック及び日東金属工業株式会社は、松下電工Ｓ 

    ＰＴ株式会社の子会社であり、その議決権所有割合は下記の通りであります。 

     パナソニック電工スチールタイ株式会社   83％ 

     株式会社エヌピー・エック         100％ 

     日東金属工業株式会社           100％ 

名称 住所 資本金 主な事業の内容 

議決権の所有割合

又は被所有割合 

（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）      

 松下電工ＳＰＴ株式会社 東京都  

港区  

百万円 

450 

 鋼製電線管、鋼製電線管付

属品及び引込小柱等の製造並

びに販売 

35 松下電工株式会社と電線管事

業を統合し、設立した会社で

あります。  

なお、当社は同社に土地及び

建物を賃貸しております。 

 パナソニック電工スチール

タイ株式会社 

タイ  

サンプラカ

ン  

百万バーツ 

170 

 タイにおける電線管、引込

小柱用原管等の製造並びに販

売 

（注） 松下電工株式会社が松下電工

ＳＰＴ株式会社へ承継した会

社であります。 

（持分法非適用関連会社）      

 株式会社エヌピー・エック 茨城県 

稲敷市 

百万円 

80 

 電線管用付属品の製造 （注） 当社が松下電工ＳＰＴ株式会

社へ承継した会社でありま

す。 

なお、当社は同社に土地及び

建物を賃貸しております。 

 日東金属工業株式会社 茨城県 

稲敷市 

百万円 

15 

 電線管用付属品の加工 （注） 当社が松下電工ＳＰＴ株式会

社へ承継した会社でありま

す。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(2）提出会社の状況 

(3）労働組合の状況 

 組合員数は平成18年９月30日現在502人で、提出会社の労働組合は１支部を除き、日本基幹産業労働組合連合会

に加盟しております。また、連結子会社のうち、労働組合を結成している会社の労働組合は上部団体のＪＡＭに加

盟しております。 

 なお、その活動方針は穏健であります。 

 平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

鋼管事業 1,100 

不動産賃貸事業 1 

全社（共通） 35 

合計 1,136 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 474 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、輸出好調を受けての民間需要に支えられた景気拡大が続いており、高度成

長期の「いざなぎ景気」に並ぶ、戦後最長の景気拡大となることが確実となっています。 

 当社及び当社グループ国内各社の主要な販売先につきましては、土木・建築分野は、公共事業は依然低迷を続け

ておりますが、全体としては民間需要の回復を背景に昨年下半期の最悪期を脱したと思われます。また自動車・建

設機械分野は、海外の好景気に支えられ、高水準の需要を維持しております。 

 この結果、当社及び当社グループ国内各社の生産・販売は順調に推移しております。また、主要な原材料であり

ます、熱延コイルの需給は比較的安定しており、価格面でも大きな変動はありませんでした。 

 当社の連結子会社シーモア・チュービング・インク（ＳＴＩ）がありますアメリカに関しましては、経済成長の

ペースは減速してきておりますが、依然景気の拡大が続いています。ＳＴＩの主要な販売先であります自動車産業

に関しましては、国産車（Big３）の売れ行き不振があり、自動車生産台数は前年比減少となる見込みですが、日

系他外国ブランドの自動車の売れ行きは、依然として好調を維持しております。 

 また広州友日汽車配件有限公司（ＧＹＡ）があります中国におきましては、自動車産業は依然高い成長を続けて

おり、特にＧＹＡの主要なユーザーである日系自動車各社は、好調な生産を続けています。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の連結売上高は、31,591百万円（前年同期比 469百万円減少）となりまし

た。連結経常利益は、昨年上半期に計上した原材料高騰による在庫評価上げの影響が今期なくなったことから、

1,843百万円(同 656百万円減少)と減益を余儀なくされました。また、平成16年３月期に計上した米国子会社解散

に伴う特別損失等に関し、国税当局から更正通知を受領したことにより、過年度法人税等1,046百万円を計上した

ことから、連結中間純利益は545百万円（同916百万円減少）となりました。当社は本件更正通知に関し、今年９月

末に国税不服審判所に審査請求書を提出しており、現在審査中であります。なお当中間連結会計期間は特別利益

484百万円を計上しておりますが、これは電線管事業の分割による持分変動利益345百万円を計上したこと、及び国

税当局から更正通知を受領したことに伴う過年度損益修正128百万円を計上したこと等によります。 

 なお、事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。 

① 鋼管事業 

 連結売上高は31,484百万円(同 473百万円、1.5%減)、連結営業利益は1,817百万円(同 710百万円、28.1%減)とな

りました。 

② 不動産賃貸事業 

 連結売上高は107百万円(同 4百万円、4.3%増)、連結営業利益は29百万円(同 18百万円、38.6%減)となりまし

た。 

 また、所在地別セグメント業績は次のとおりであります。 

① 日本 

 連結売上高は23,492百万円(同 948百万円、3.9%減)、連結営業利益は1,394百万円(同 661百万円、32.2%減)とな

りました。 

② 米国 

 連結売上高は7,506百万円(同 69百万円、0.9%減)、連結営業利益は432百万円(同 149百万円、25.6%減)となりま

した。 

③ 中国 

 連結売上高は592百万円（同 548百万円増）、連結営業利益は19百万円（前年同期は連結営業損失62百万円）と

なりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動による減

少△466百万円及び財務活動による減少△737百万円がありましたが、営業活動によるキャッシュ・フローのプラス

1,567百万円があり、前連結会計年度末に比べ335百万円増加し、当中間連結会計期間末には14,526百万円となりま

した。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,567百万円（前年同期は1,081万円の増加）となりました。これは主に、税金等

調整前中間純利益2,325百万円と、減価償却費の計上977百万円、仕入債務の増加2,123百万円等と、法人税等の支

払による△3,134百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、466百万円の減少（前年同期は300百万円の減少）となりました。これは有形固定資産の取得に

よる支出448百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、737百万円の減少（前年同期は121百万円の増加）となりました。これは短期借入金の返済によ

る支出332百万円と、長期借入金の返済による支出271百万円及び配当金の支払による支出130百万円等によるもの

です。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績は次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によるものです。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況は次のとおりであります。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．鋼管事業の前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績

の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 31,813 101.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 1,591 113.5 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

鋼管事業 31,393 96.0 4,852 102.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 31,484 98.5 

不動産賃貸事業 107 104.3 

合計 31,591 98.5 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

住友金属工業株式会社 2,202 6.9 1,578 5.0 

住友商事株式会社 10,413 32.5 10,798 34.2 

住金物産株式会社 4,992 15.6 5,193 16.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

   当社グループは「総合電縫溶接鋼管メーカー」として、社会的ニーズ・シーズに立脚した新製品・新技術の開発を

積極的に進めております。 

   研究開発は、当社の主力製品である自動車用鋼管を主体に、当社と住友金属総合技術研究所と連携して実施してお

り、研究開発費の総額は29百万円となっております。 

   その主な内容は、地球温暖化対策の為のCO２削減につながる永遠の追求課題である軽量化対応技術としての「ハイ

ドロフォーミング技術」「車体骨格への鋼管の適用技術」、環境対応技術としての「排ガス部品のステンレス鋼管技

術」、安全対応、特に衝突安全対応としての「車体鋼管部材の高強度化・高剛性化技術」等の技術開発であります。



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月19日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,710,436 32,710,436 東京証券取引所 
市場第一部 

－ 

計 32,710,436 32,710,436 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日  

          － 32,710,436         － 4,801 － 3,885 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記の株主の持株数には、信託業務に係る株式数が含まれている場合があります。 

 平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 18,681 57.11 

  

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー ５０５０１９（常任

代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業

務室） 

  

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 IFSC DUBLIN.IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
996 3.04 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 

  

東京都港区浜松町二丁目11番３号 726 2.22 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 

  

東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海アイランド トリトン

スクエア オフィスタワーＺ棟 
659 2.01 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

  

東京都中央区晴海一丁目８番11号 654 2.00 

三井住友海上火災保険株式会

社 

  

東京都中央区新川二丁目27番２号 445 1.36 

  

シービーエヌワイ デイエフ

エイ インターナショナル 

キャップ バリュー ポート

フォリオ 

（常任代理人 シティバン

ク、エヌ・エイ 東京支店証

券業務部） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 90401 USA 

 （東京都品川区東品川二丁目３番14号） 
374 1.14 

  

シティバンク ロンドン エ

ス エイ スティチング シ

ェル ペンションファンド

（常任代理人 シティバン

ク、エヌ・エイ  東京支店証

券業務部） 

  

BRAILLELAAN  9,2289 AP RIJSWJK THE NETHER LANDS 

（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 
331 1.01 

野村信託銀行株式会社（投信

口） 

  

東京都千代田区大手町二丁目２番２号 306 0.94 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 164 0.50 

計 － 23,337 71.35 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     26,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,552,000 32,552 － 

単元未満株式 普通株式    132,436 － １単元(1,000株)未満
の株式数 

発行済株式総数      32,710,436 － － 

総株主の議決権 － 32,552 － 

 平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友鋼管株式会社 鹿嶋市大字光３番
地５ 

26,000 －   26,000 0.08 

計 － 26,000 －   26,000 0.08 

月別 平成18年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 808 806 704 650 658 640 

最低（円） 750 685 560 560 532 571 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   217   352   219  

２．受取手形及び売掛金   12,043   11,485   11,455  

３．たな卸資産   11,243   10,546   11,212  

４．繰延税金資産   369   303   410  

５．短期貸付金   10,715   14,179   13,978  

６．その他   730   477   467  

７．貸倒引当金   △52   △55   △40  

流動資産合計   35,267 63.0  37,290 64.5  37,701 64.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物 ※２ 9,733   9,891   9,972   

減価償却累計額  3,364 6,369  3,685 6,205  3,584 6,387  

(2)機械装置及び運搬具  23,023   23,349   23,837   

減価償却累計額  16,899 6,123  17,762 5,587  17,866 5,971  

(3)工具器具及び備品  1,718   1,662   1,705   

減価償却累計額  1,370 348  1,391 271  1,376 329  

(4)土地 ※２  5,938   5,940   5,942  

(5)建設仮勘定   170   197   53  

有形固定資産合計   18,950 33.8  18,203 31.5  18,683 32.2

２,無形固定資産   675 1.2  425 0.7  557 1.0

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券  237   1,067   238   

(2)賃貸用不動産 ※１ 778   762   769   

(3)繰延税金資産  25   15   54   

(4)その他  140   166   134   

(5)貸倒引当金  △83   △83   △83   

投資その他の資産合計   1,099 2.0  1,927 3.3  1,114 1.9

固定資産合計   20,725 37.0  20,556 35.5  20,355 35.1

資産合計   55,992 100.0  57,846 100.0  58,056 100.0

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※６  11,151   13,514   11,498  

２．短期借入金 ※２  2,459   2,018   2,401  

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

※２  542   378   512  

４．未払金   1,640   1,924   1,962  

５．未払法人税等   1,206   405   1,925  

６．賞与引当金   374   399   418  

７．その他   1,326   1,187   1,164  

流動負債合計   18,701 33.4  19,828 34.3  19,882 34.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  1,170   842   1,017  

２．繰延税金負債   4,091   3,918   3,943  

３．退職給付引当金   1,321   886   1,237  

４．連結調整勘定   14   －   9  

５．負ののれん   －   4   －  

６．その他   －   6   6  

固定負債合計   6,597 11.8  5,658 9.8  6,213 10.7

負債合計   25,299 45.2  25,487 44.1  26,096 44.9

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,211 2.1  － －  1,262 2.2

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,801 8.6  － －  4,801 8.3

Ⅱ 資本剰余金   3,880 6.9  － －  3,885 6.7

Ⅲ 利益剰余金   21,051 37.6  － －  22,060 38.0

Ⅳ 為替換算調整勘定   △245 △0.4  － －  △40 △0.1

Ⅴ 自己株式   △7 △0.0  － －  △8 △0.0

資本合計   29,482 52.7  － －  30,698 52.9

負債、少数株主持分及び資
本合計   55,992 100.0  － －  58,056 100.0

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

 １. 資本金   － －  4,801 8.3  － －

 ２. 資本剰余金   － －  3,885 6.7  － －

 ３. 利益剰余金   － －  22,474 38.8  － －

 ４. 自己株式   － －  △9 △0.0  － －

  株主資本合計   － －  31,152 53.8  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １. 為替換算調整勘定   － －  △104 △0.2  － －

  評価・換算差額等合計   － －  △104 △0.2  － －

Ⅲ 少数株主持分   － －  1,311 2.3  － －

  純資産合計   － －  32,359 55.9  － －

  負債純資産合計   － －  57,846 100.0  － －



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   32,060 100.0  31,591 100.0  66,499 100.0 

Ⅱ 売上原価   26,596 83.0  27,176 86.0  55,913 84.1 

売上総利益   5,464 17.0  4,414 14.0  10,585 15.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,888 9.0  2,567 8.1  5,773 8.7 

営業利益   2,575 8.0  1,846 5.9  4,812 7.2 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  32   37   70   

２．受取配当金  23   20   23   

３．受取賃貸料  40   64   82   

４．法人税等還付加算金  17   6   17   

５．未払金精算益  24   －   26   

６．その他  12 150 0.5 42 171 0.5 58 278 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  67   83   158   

２．受取賃貸料費用  25   36   42   

３．開業費償却   99   －   109   

４．固定資産除却損  －   23   －   

５．売掛債権売却損  －   22   －   

６．その他  34 227 0.7 8 174 0.6 85 395 0.5 

経常利益   2,499 7.8  1,843 5.8  4,694 7.1 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 57   －   57   

２．持分変動利益  －   345   －   

３．過年度損益修正 ※３ －     128     －     

４．貸倒引当金戻入益  － 57 0.2 9 484 1.5 － 57 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．投資有価証券評価損  －   1   －   

２．持分変動損失  2 2 0.0 － 1 0.0 2 2 0.0

税金等調整前中間（当
期）純利益 
  

  2,553 8.0  2,325 7.3  4,749 7.1 

法人税,住民税及び事業
税  1,318   572   2,598   

過年度法人税等 ※４ －   1,046   －   

法人税等調整額  △227 1,091 3.4 93 1,712 5.4 △481 2,116 3.2 

少数株主利益（減算）   0 0.0  68 0.2  26 0.0 

中間（当期）純利益   1,461 4.6  545 1.7  2,605 3.9 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,880  3,880 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．連結子会社合併によ
る資本剰余金増加高 

 － － 5 5

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  3,880  3,885 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,688  19,688 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  1,461 1,461 2,605 2,605 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  98  228  

２．連結子会社合併によ
る利益剰余金減少高 

 － 98 5 233 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  21,051  22,060 

      

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

   株主資本   

評価・換

算差額等   
         

 資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 自己株式

株主資本

合計 

為替換算

調整勘定 

少数株主

持分 

純資産 

合計 

         

平成18年３月31日 残高（百万

円） 4,801 3,885 22,060 △8 30,738 △40 1,262 31,960 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）   △130  △130   △130 

 中間純利益   545  545   545 

 自己株式の取得    △0 △0   △0 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）      △63 48 △14 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） － － 414 △0 413 △63 48 398 

平成18年９月30日 残高（百万

円） 4,801 3,885 22,474 △9 31,152 △104 1,311 32,359 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連

結キャッシュ・フロー計

算書 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  2,553 2,325 4,749 

減価償却費  1,014 977 2,121 

連結調整勘定償却  △4 － △9 

負ののれん償却額  － △4 － 

開業費償却  99 － 109 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  △74 △344 △158 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  41 16 26 

賞与引当金の増減額(減少：△)  △9 △19 34 

受取利息及び受取配当金  △55 △58 △93 

支払利息  67 83 158 

持分変動利益  － △345 － 

持分法による投資利益  － △14 － 

有形固定資産売却益  △57 － △57 

過年度損益修正  － △128 － 

有形固定資産除却損  12 23 36 

売上債権の増減額(増加：△)  △1,432 △31 △749 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △1,245 293 △1,151 

その他流動資産の増減額(増加：△)  446 △82 660 

仕入債務の増減額(減少：△)  467 2,123 891 

その他流動負債の増減額(減少：△)  △372 △56 △277 

その他固定負債の増減額(減少：△)   △162 － △156 

その他  △18 △31 △657 

小計  1,269 4,726 5,476 

利息及び配当金の受取額  55 58 93 

利息の支払額  △67 △83 △158 

法人税等の支払額  △176 △3,134 △116 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,081 1,567 5,296 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △412 △448 △707 

無形固定資産の取得による支出  △2 △7 △21 

有形固定資産の売却による収入  68 － 68 

その他  46 △10 68 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △300 △466 △592 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(減少：△)  412 △332 231 

長期借入金の返済による支出  △290 △271 △604 

少数株主からの払込による収入  100 － 100 

配当金の支払額  △98 △130 △230 

少数株主への配当金の支払額  △1 △2 △48 

自己株式取得による支出  △1 △0 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー  121 △737 △554 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  12 △1 27 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  914 361 4,176 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  10,009 14,190 10,009 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加  4 － 4 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少  － △25 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  10,928 14,526 14,190 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は株式会社

エヌピー・エック、日新

管材株式会社、日パイ興

産株式会社、日東金属工

業株式会社、株式会社三

日市鋼管製造所、シーモ

ア・チュービング・イン

ク及び広州友日汽車配件

有限公司の７社でありま

す。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲から除いており

ました広州友日汽車配件

有限公司は、平成17年１

月より商業生産を開始

し、また新日本製鐵株式

会社による資本金の払込

が平成17年１月に行わ

れ、重要性が増したため

当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めており

ます。 

  

 連結子会社は株式会社

三日市鋼管製造所、日新

管材株式会社、シーモ

ア・チュービング・イン

ク及び広州友日汽車配件

有限公司の４社でありま

す。 

 

  

  

 前連結会計年度まで連

結の範囲に含めておりま

した株式会社エヌピー・

エック及び日東金属工業

株式会社は、平成18年４

月３日に設立した松下電

工ＳＰＴ株式会社への承

継に伴い除外しておりま

す。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲に含めておりま

した日パイ興産株式会社

は、平成17年12月31日に

当社と合併いたしました

ので除外しております。 

  

 連結子会社は株式会社

エヌピー・エック、日新

管材株式会社、日パイ興

産株式会社、日東金属工

業株式会社、株式会社三

日市鋼管製造所、シーモ

ア・チュービング・イン

ク及び広州友日汽車配件

有限公司の７社でありま

す。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲に含めておりま

した日パイ管材株式会社

は、平成16年９月15日に

住友鋼管株式会社と合併

いたしましたので除外し

ております。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲から除いており

まして広州友日汽車配件

有限公司は、平成17年1

月より商業生産を開始

し、また新日本製鐵株式

会社による資本金の払込

が平成17年１月に行わ

れ、重要性が増したため

当連結会計年度より連結

の範囲に含めておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありませ

ん。 

 当中間連結会計期間に

関連会社となった松下電

工ＳＰＴ株式会社及びパ

ナソニック電工スチール

タイ株式会社の２社に持

分法を適用しておりま

す。 

 なお、持分法を適用し

ていない関連会社（株式

会社エヌピー・エック及

び日東金属工業株式会

社）は、それぞれ中間純

利益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適

用範囲から除外しており

ます。 

 該当事項はありませ

ん。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、シ

ーモア・チュービング・

インク及び広州友日汽車

配件有限公司の中間決算

日は６月30日でありま

す。中間連結財務諸表の

作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使

用しております。その他

の連結子会社の中間期末

日は、中間連結決算日と

同一であります。 

 なお、中間連結決算日

との間に発生した重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。 

同左  連結子会社のうち、シ

ーモア・チュービング・

インク及び広州友日汽車

配件有限公司の決算日は

12月31日であります。連

結財務諸表の作成にあた

っては、同決算日現在の

財務諸表を使用しており

ます。その他の連結子会

社の事業年度は、連結会

計年度と同一でありま

す。 

 なお、連結決算日との

間に発生しました重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。  

４．連結調整勘定の償却に関する

事項 

 連結調整勘定の償却に

ついては５年間の均等償

却を行っております。 

   ─────  連結調整勘定の償却に

ついては５年間の均等償

却を行っております。 

  

５．負ののれんの償却に関する事

項 

   ─────  負ののれんの償却につ

いては、５年間の均等償

却を行っております。 

   ───── 

６．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

   

(イ）有価証券 その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に

よっております。 

その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

によっております。 

その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっ

ております。 

 (b）時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(b）時価のないもの 

同左 

(b）時価のないもの 

同左 

(ロ）たな卸資産  当社及び国内連結子会

社は、主として総平均法

による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち

使用中のロール等につい

ては、取得価額（処分見

込額控除後）の２分の１

で評価しております。 

 在外連結子会社は、主

として先入先出法による

低価法 

同左 

  

  

同左 

  

  

  

  

同左 

同左 

  

  

同左 

  

  

  

  

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

   

(イ）有形固定資産  当社及び国内連結子会

社は、定率法 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）につ

いては、定額法を採用し

ております。 

 在外連結子会社は、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 14年～47年 

同左  当社及び国内連結子会

社は、定率法 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）につ

いては、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 14年～47年 

 機械装置及び運搬具 

 11年～14年 

   機械装置及び運搬具 

 10年～14年 

  在外連結子会社は、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 15年～31年 

 機械装置及び運搬具 

 10年 

(ロ）無形固定資産  定額法 

 なお、主な耐用年数は

自社利用のソフトウェア

５年であります。 

同左 同左 

(ハ）賃貸用不動産  定額法 

 なお、主な耐用年数は

建物15年～50年でありま

す。 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基準    

(イ）貸倒引当金  当社及び国内連結子会

社は、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 在外連結子会社は、主

として特定の債権につい

て回収不能見込額を計上

しております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(ロ）賞与引当金  当社及び国内連結子会

社は、従業員の賞与支給

に備えるため、賞与支給

見込額のうち当中間連結

会計期間が負担すべき額

を計上しております。 

同左  当社及び国内連結子会

社は、従業員の賞与支給

に備えるため、賞与支給

見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上して

おります。 

(ハ）退職給付引当金  当社及び国内連結子会

社は従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

 在外連結子会社のうち

シーモア・チュービン

グ・インクは、確定拠出

型退職年金制度を採用し

ております。 

 なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）に

よる定率法により、翌連

結会計年度から損益処理

しております。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

    

  

  

  

  

  

 当社及び国内連結子会

社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会

計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上して

おります。 

 在外連結子会社のうち

シーモア・チュービン

グ・インクは、確定拠出

型退職年金制度を採用し

ております。 

 なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）に

よる定率法により、翌連

結会計年度から損益処理

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外連結子会社

等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上し

ております。 

 外貨建金銭債権債務は 

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外連結子会社

等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上

しております。 

 外貨建金銭債権債務は

期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。 

 なお、在外連結子会社

等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、期末日

の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(5）重要なリース取引の処理方

法 

 当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりま

す。 

 在外連結子会社は、通

常の売買取引に準じた会

計処理によっておりま

す。 

同左 

  

同左 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

   

(イ)消費税等の会計処理  消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

同左 同左 

(ロ）繰延資産の処理方法  広州友日汽車配件有限

公司の開業費は、開業時

に一括して償却しており

ます。 

─────   広州友日汽車配件有限

公司の開業費は、開業時

に一括して償却しており

ます。 

７．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、31,048百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── 

───── （企業結合に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成17年12月27

日）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成17年12月27日）を適用しており

ます。 

───── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

───── （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負

ののれん」として表示しております。 

───── （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外費用「その他」

に含めて表示しておりました「固定資産除却損」及び

「売掛債権売却損」は、営業外費用の合計額の100分の10

を超えたため、区分掲記しました。なお、前中間連結会

計期間の営業外費用「その他」に含まれる「固定資産除

却損」は12百万円、「売掛債権売却損」は13百万円であ

ります。 

───── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  係争等に関する事項 ────── 

   当社は、平成18年８月１日、米国子

会社解散に伴う経理処理等に関し、関

東信越国税局より法人税に係る更正通

知書を受領致しました。 

 当社は、地方税を含めた追徴税額の

うち平成18年３月期決算に反映させて

いないものを当中間連結会計期間の連

結損益計算書の過年度法人税等として

計上しておりますが、米国子会社解散

に伴う経理処理に関する更正処分を不

服と考えており、平成18年９月25日、

関東信越国税不服審判所へ審査請求書

を提出し、現在審査中であります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 賃貸用不動産の内訳 ※１ 賃貸用不動産の内訳 ※１ 賃貸用不動産の内訳 

土地     21百万円 

建物  1,494百万円 

建物減価償
却累計額 

   737百万円 

土地   21百万円 

建物 1,507百万円 

建物減価償
却累計額 

 766百万円 

土地  21百万円 

建物 1,500百万円 

建物減価償
却累計額 

752百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

建物及び構
築物 

   70百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,612百万円 

建物及び構
築物 

70百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,612百万円 

建物及び構
築物 

 73百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,615百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金   100百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

  218百万円 

長期借入金   829百万円 

計 1,148百万円 

短期借入金 120百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

192百万円 

長期借入金 672百万円 

計  984百万円 

短期借入金  235百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

205百万円 

長期借入金 787百万円 

計 1,227百万円 

 ３．受取手形譲渡高    96百万円  ３．受取手形譲渡高   5百万円  ３．受取手形譲渡高 105百万円 

 ４．債権流動化に伴

う買戻限度額 

 619百万円  ４．債権流動化に伴

う買戻限度額 

689百万円  ４．債権流動化に伴

う買戻限度額 

699百万円 

 ５. 

      ───── 

 ５. 

      ───── 

 ５．偶発債務 

米国子会社解散に伴う経理処理

等に関し、関東信越国税局より

法人税の申告漏れを指摘されて

おります。更正処分見込額に関

連し、平成18年３月期決算に反

映させていないものは、法人

税、住民税、事業税で約10億円

であります。 

当社といたしましては、更正通

知受領後、対応方針を検討する

予定でありますが、現在判明し

ている情報では、国税当局の指

摘は、当社と異なる見解に基づ

くものでありますので反論して

いく意向であります。 

※６． ※６．中間連結会計期間末日満期手

形 

※６． 

      ───── 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当

中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行なわれたものと

して処理しております。当中

間連結会計期間末日満期手形

の金額は次のとおりでありま

す。             

      ───── 

  支払手形    5百万円   



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

売上品発送費 1,191百万円

給料及び賃金   410百万円

賞与引当金繰
入額 

  69百万円

貸倒引当金繰
入額 

   14百万円

退職給付費用    70百万円

売上品発送費 1,131百万円

給料及び賃金   448百万円

賞与引当金繰
入額 

  88百万円

貸倒引当金繰
入額 

  0百万円

退職給付費用    30百万円

売上品発送費 2,454百万円

給料及び賃金   938百万円

賞与引当金繰
入額 

   86百万円

貸倒引当金繰
入額 

   25百万円

退職給付費用    97百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ ※２ 固定資産売却益の内訳 

土地   45百万円

借地権  11百万円

計   57百万円

     ───── 土地    45百万円

借地権   11百万円

計    57百万円

※３ ※３ 過年度損益修正の内訳 ※３ 

       ─────  税務調査により、過年度において

費用処理した固定資産の、取得価額

に算入すべきと指摘された金額を計

上いたしました。 

建物及び構築
物 

   27百万円

機械装置及び
運搬具 

  100百万円

工具器具及び
備品 

   1百万円

計   128百万円

       ───── 

※４ ※４ 過年度法人税等の内容 ※４ 

       ─────  平成16年３月期に計上した米国子

会社解散に伴う特別損失等に関する

更正に係る法人税等であります。 

       ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日) 

  １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 32,710,436 － － 32,710,436 

合計 32,710,436 － － 32,710,436 

自己株式     

普通株式（注） 24,743 1,425 － 26,168 

合計 24,743 1,425 － 26,168 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,425株は単元未満株式の買取による増加であります。 

  ２.配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 130 4 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 130  利益剰余金 4 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預
金 

   217百万円

短期貸付金  10,710百万円

現金及び現
金同等物 

 10,928百万円

現金及び預
金 

 352百万円

短期貸付金 14,173百万円

現金及び現
金同等物 

14,526百万円

現金及び預
金 

  219百万円

短期貸付金 13,970百万円

現金及び現
金同等物 

14,190百万円

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

   



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

52 18 33 

工具器具及
び備品 

91 64 27 

無形固定資
産 

13 7 5 

合計 156 90 66 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

52 24 27 

工具器具及
び備品 

28 12 16 

無形固定資
産 

13 11 1 

合計 93 48 45 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

52 21 30 

工具器具及
び備品 

36 17 18 

無形固定資
産 

12 9 3 

合計 101 48 53 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法に

より算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内    21百万円

１年超     45百万円

合計      66百万円

１年内      12百万円

１年超       33百万円

合計       45百万円

１年内 14百万円

１年超 38百万円

合計 53百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料     14百万円

減価償却費相当額     14百万円

支払リース料     8百万円

減価償却費相当額    8百万円

支払リース料  27百万円

減価償却費相当額 27百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２. 

       ───── 

２． 

       ───── 

１年内   0百万円

１年超   -百万円

合計   0百万円

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

        該当事項はありません。 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（当中間連結会計期間末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

        該当事項はありません。 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（前連結会計年度末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

        該当事項はありません。 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

（前連結会計年度）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

 
前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  非上場株式 237 

 
当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  非上場株式 229 

 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  非上場株式 238 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、事業領域の特性を考慮して区分しております。 

 （注）２．各事業区分に属する主要な製品等 

鋼管事業 …………… 溶接鋼管、引抜鋼管、その他 

不動産賃貸事業 …… 事務所等の賃貸 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 31,957 102 32,060 -  32,060 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 31,957 102 32,060 -  32,060 

営業費用 29,430 54 29,484 -  29,484 

営業利益 2,527 48 2,575 -  2,575 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 31,484 107 31,591 -  31,591 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 31,484 107 31,591 -  31,591 

営業費用 29,666 77 29,744 -  29,744 

営業利益 1,817 29 1,846 -  1,846 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 66,287 211 66,499 -  66,449 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 66,287 211 66,499 -  66,499 

営業費用 61,579 107 61,686 -  61,686 

営業利益 4,708 103 4,812 -  4,812 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
中国  

（百万円）  
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 24,440 7,576 43 32,060 -  32,060 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  -  

計 24,440 7,576 43 32,060 -  32,060 

営業費用 22,384 6,995 105 29,484 -  29,484 

営業利益（又は△営業損失） 2,056 581 △62 2,575 -  2,575 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
中国  

（百万円）  
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 23,492 7,506 592 31,591 -  31,591 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 - -  -  -  -  -  

計 23,492 7,506 592 31,591 -  31,591 

営業費用 22,097 7,074 572 29,744 -  29,744 

営業利益 1,394 432 19 1,846 -  1,846 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
中国 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 50,233 15,899 365 66,499 -  66,499 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  -  

計 50,233 15,899 365 66,499 -  66,499 

営業費用 46,276 14,951 459 61,686 -  61,686 

営業利益（又は△営業損失） 3,957 948 △93 4,812 -  4,812 

 米国  中国 計  

Ⅰ．海外売上高（百万円） 7,576 43 7,620 

Ⅱ．連結売上高（百万円） -    -   32,060 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.6 0.2 23.8 



当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注） １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

     ２．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 米国  中国 計  

Ⅰ．海外売上高（百万円） 7,506 592 8,099 

Ⅱ．連結売上高（百万円）  -    -   31,591 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.8 1.9 25.6 

 米国  中国 計  

Ⅰ．海外売上高（百万円） 15,899 365 16,265 

Ⅱ．連結売上高（百万円） -  -   66,499 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.9 0.6 24.5 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 901円93銭

１株当たり中間純利益
金額 

  44円72銭

  

１株当たり純資産額  949円95銭

１株当たり中間純利益
金額 

  16円68銭

  

１株当たり純資産額 939円19銭

１株当たり当期純利益
金額 

  79円72銭

  

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,461 545 2,605 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
-  -  -  

普通株式に係る中間（当期）純利益
金額（百万円） 

1,461 545 2,605 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,689 32,685 32,688 



（事業分離） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 

前連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

─────── １.事業分離の概要 

  （１）分離先企業の名称 

     松下電工ＳＰＴ株式会社 

─────── 

  （２）分離した事業の内容 

     鋼製電線管及びその関連製品に係る  

    事業 

 

  （３）事業分離を行った主な理由 

   電線管事業に関し、最新の製造設備  

   を持つ当社の製造力と電設資材業界 

   に幅広く代理店網を持つ松下電工株 

   式会社の販売力を組み合わせること 

   でユーザーの満足度をより高める商 

   品やサービスの提供、効率的な経営 

   を図り、事業の強化を推進するた 

   め。 

 

  （４）事業分離日 

     平成18年４月３日 

 

  （５）事業分離の形態 

     分社型共同新設分割 

 

 ２．実施した会計処理の概要 

  （１）持分変動利益の金額 

     345百万円 

 

  （２）のれん 

    イ 発生金額 

      83百万円 

    ロ 発生原因 

     松下電工株式会社より分割され 

     た事業の将来の超過収益力から 

     発生したものであります。    

    ハ 償却方法及び償却期間 

      ５年定額法 

 

 ３．連結財務諸表における事業の種類別セグメ

  ントにおいて、当該分離した事業が含まれ

  ていた事業区分の名称 

   鋼管事業 

 

   



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

     係争等 

係争等に関する事項につきましては、追加情報に記載しております。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 

前連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

 当社は平成17年10月28日開催の取締役会に

おいて、松下電工株式会社と電線管事業を統

合し新会社を設立する旨を決議しておりま

す。 

１.事業統合の目的 

───────  当社は平成18年４月３日、松下電工株式会

社と電線管事業を統合し新会社を設立しまし

た。 

  

１.事業統合の目的 

  最新の製造設備を持つ当社の製造力と電設

資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電工株

式会社の販売力を組み合わせることでユーザ

ーの満足度をより高める商品やサービスの提

供、効率的な経営を図り、事業の強化を推進

すること。 

   最新の製造設備を持つ当社の製造力と電設

資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電工株

式会社の販売力を組み合わせることでユーザ

ーの満足度をより高める商品やサービスの提

供、効率的な経営を図り、事業の強化を推進

すること。 

２.分割する事業内容及び規模   ２.分割した事業内容及び規模 

  鋼製電線管及びその関連製品に係る事業      鋼製電線管及びその関連製品に係る事業 

  (株式会社エヌピー・エックを含む)     売上高 2,185百万円(平成18年３月期) 

  売上高 約26億円(前連結会計年度)      (株式会社エヌピー・エックを含む) 

３.分割の形態   ３.分割の形態 

  分社型共同新設分割     分社型共同新設分割 

４.新会社の名称   ４.新会社の名称 

  松下電工エスピーティ株式会社（仮称）     松下電工ＳＰＴ株式会社 

５.新会社の設立予定日   ５.資本金額 

  平成18年４月１日      ４億５千万円 

６.資本金額   ６.出資比率 

  ４億５千万円（予定）     当社 35% 松下電工株式会社 65% 

７.予定出資比率 

  当社 35% 松下電工株式会社 65% 

  なお、この分割により、平成19年３月期にお

いて、持分変動益が約４億円発生する見込み

です。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  49   35   64   

２．受取手形  92   －   118   

３．売掛金  9,106   8,950   8,746   

４．たな卸資産  9,076   8,770   9,255   

５．繰延税金資産  245   200   300   

６．短期貸付金  10,715   14,179   13,978   

７．その他  608   345   423   

８．貸倒引当金  △2   △2   △2   

流動資産合計   29,892 64.4  32,479 66.6  32,884 67.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1)建物  3,641   3,510   3,559   

(2)機械及び装置  2,627   2,492   2,500   

(3)土地 ※３ 4,858   4,858   4,858   

(4)建設仮勘定  83   105   30   

(5)その他  482   417   448   

有形固定資産合計    11,692 25.2   11,384 23.3   11,398 23.3 

２．無形固定資産    637 1.3   384 0.8   516 1.1 

３．投資その他の資産           

（1）関係会社株式  2,782   3,121   2,777   

（2）その他  1,422   1,401   1,410   

（3）貸倒引当金  △0   △0   △0   

投資その他の資産合計    4,204 9.1   4,523 9.3   4,187 8.5 

固定資産合計   16,534 35.6  16,292 33.4  16,101 32.9 

資産合計   46,427 100.0  48,771 100.0  48,986 100.0 

           

 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※６ 8   9   －   

２．買掛金  9,526   11,902   10,219   

３．未払金  1,625   1,885   1,934   

４．未払法人税等  1,078   379   1,772   

５．賞与引当金  331   350   374   

６．その他 ※２ 942   863   844   

流動負債合計   13,512 29.1  15,389 31.5  15,145 30.9 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  3,030   2,986   2,911   

２．退職給付引当金  1,266   857   1,200   

３．預り保証金  －   6   6   

固定負債合計   4,296 9.3  3,850 7.9  4,118 8.4 

負債合計   17,808 38.4  19,239 39.4  19,264 39.3 

           
（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,801 10.3  － －  4,801 9.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  3,880   －   3,885   

資本剰余金合計   3,880 8.3  － －  3,885 7.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  522   －   524   

２．任意積立金  16,143   －   16,143   

３．中間（当期）未処分利益  3,277   －   4,374   

利益剰余金合計   19,943 43.0  － －  21,043 43.0 

Ⅳ 自己株式   △7 △0.0  － －  △8 △0.0 

資本合計   28,618 61.6  － －  29,721 60.7 

負債資本合計   46,427 100.0  － －  48,986 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

１．資本金    － －   4,801 9.8   － － 

２．資本剰余金                    

 (1)資本準備金  －     3,885     －     

   資本剰余金合計    － －   3,885 8.0   － － 

３．利益剰余金                    

 (1)利益準備金  －     524     －     

 (2)その他利益剰余金                    

   設備改善積立金  －     10     －     

   配当準備積立金  －     230     －     

   圧縮記帳積立金  －     5,458     －     

   別途積立金  －     12,050     －     

   繰越利益剰余金  －     2,580     －     

  利益剰余金合計    － －   20,853 42.8   － － 

４．自己株式    － －   △9 △0.0   － － 

  株主資本合計    － －   29,531 60.6   － － 

  純資産合計    － －   29,531 60.6   － － 

  負債純資産合計    － －   48,771 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

１．製品売上高  23,329   22,356   47,940   

２．不動産事業収入  102   107   211   

   23,432 100.0  22,463 100.0  48,151 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１．製品売上原価  19,283   19,122   39,941   

２．不動産事業原価  54   77   107   

   19,338 82.5  19,200 85.5  40,049 83.2 

売上総利益   4,094 17.5  3,263 14.5  8,102 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,162 9.2  1,933 8.6  4,281 8.9 

営業利益   1,932 8.3  1,330 5.9  3,821 7.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  140 0.6  141 0.6  431 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２  58 0.3  71 0.3  110 0.2 

経常利益   2,014 8.6  1,400 6.2  4,142 8.6 

Ⅵ 特別利益 ※３  57 0.2  128 0.6  57 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※４  － －  1 0.0  － － 

税引前中間(当期)
純利益   2,071 8.8  1,527 6.8  4,199 8.7 

法人税、住民税及
び事業税  1,041   364   2,119   

過年度法人税等 ※６ －   1,046   －   

法人税等調整額  △220 821 3.5 174 1,586 7.1 △394 1,724 3.6

中間（当期）純利
益（又は△中間純
損失） 

  1,249 5.3  △58 △0.3  2,474 5.1 

前期繰越利益   2,027   －   2,027  

合併に伴う未処分
利益受入高   －   －   4  

中間配当額   －   －   130  

中間(当期)未処分
利益   3,277   －   4,374  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日) 

 

 株主資本    

  

資本 

剰余金 利益剰余金 
   

 資本金   その他利益剰余金 利益 

自己株

式 

株主資

本 純資産

  

資本 

準備金 

利益 

準備金 

設備改善

積立金 

配当準備

積立金 

圧縮記帳

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

剰余金 

合計   

合計 

  

合計 

  

平成18年３月31日 残高

（百万円） 4,801 3,885 524 10 230 5,853 10,050 4,374 21,043 △8 29,721 29,721 

中間会計期間中の変動額             

  圧縮記帳積立金の取崩

（注）      △394  394 
－     －

 別途積立金の積立（注）       2,000 △2,000 
－     －

 剰余金の配当（注）        △130 △130   △130 △130 

 中間純損失        △58 △58   △58 △58 

 自己株式の取得           △0 △0 △0

中間会計期間中の変動額合

計（百万円） － － － － － △394 2,000 △1,794 △189 △0 △190 △190 

平成18年９月30日 残高

（百万円） 4,801 3,885 524 10 230 5,458 12,050 2,580 20,853 △9 29,531 29,531 

  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）によっております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

総平均法による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち使用

中のロール等については、取

得価額（処分見込額控除後）

の２分の１で評価しておりま

す。 

(2）たな卸資産 

同左 

  

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（付属設

備を除く）については定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 14年～47年

機械及び装置 11年～14年

   

   
  
  

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は自社

利用のソフトウェア５年であ

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）賃貸用不動産 

定額法 

なお、主な耐用年数は建物15

年～50年であります。 

(3）賃貸用不動産 

同左 

  

(3）賃貸用不動産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち

当中間会計期間が負担すべき

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち

当期の負担額を計上しており

ます。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定率法によ

り、翌期から損益処理してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づいて計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定年数

（10年）による定率法によ

り、翌期から損益処理してお

ります。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、29,531百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

─────  

─────  （企業結合に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31

日）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）を適用し

ております。 

─────  



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  係争等に関する事項 ────── 

   当社は、平成18年８月１日、米国子 

会社解散に伴う経理処理等に関し、関

東信越国税局より法人税に係る更正通

知書を受領致しました。 

 当社は、地方税を含めた追徴税額の

うち平成18年３月期決算に反映させて

いないものを当中間会計期間の損益計

算書の過年度法人税等として計上して

おりますが、米国子会社解散に伴う経

理処理に関する更正処分を不服と考え

ており、平成18年９月25日、関東信越

国税不服審判所へ審査請求書を提出

し、現在審査中であります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累

計額 
            11,717百万円 11,908百万円        12,059百万円 

※２．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ─────  

※３．偶発債務（保証債務）    

シーモア・チュービン

グ・インクの金融機関よ

りの借入に係るもの 

          2,169百万円         2,063百万円 2,153百万円 

  上記の保証のうち、1,037百万円

については、土地523百万円に対

し抵当権を設定しております。 

上記の保証のうち、 884百万円

については、土地523百万円に対

し抵当権を設定しております。 

上記の保証のうち、979百万円に

ついては、土地523百万円に対し

抵当権を設定しております。 

広州友日汽車配件有限公

司 

  81百万円   177百万円 141百万円 

法人税の更正処分に係る

もの 

─────  ─────  米国子会社解散に伴う経理処理

等に関し、関東信越国税局より

法人税の申告漏れを指摘されて

おります。更正処分見込額に関

連し、平成18年３月期決算に反

映させていないものは、法人

税、住民税、事業税で約10億円

であります。 

当社といたしましては、更正通

知受領後、対応方針を検討する

予定でありますが、現在判明し

ている情報では、国税当局の指

摘は、当社と異なる見解に基づ

くものでありますので反論して

いく意向であります。 

  ４．受取手形譲渡高      96百万円      5百万円      105百万円 

   ５．債権流動化に伴う買戻限

度額 
619百万円 689百万円 699百万円 

※６．中間会計期間末日満期手

形 

─────  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。当中間会計期間末日手形の

金額は次のとおりであります。 

  

─────  

          支払手形  5百万円   



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （百万円） （百万円） （百万円）

※１．営業外収益のうち主要項目    
受取利息 29  30  61  

受取配当金 42  35  230  

受取賃貸料 47  64  96  

※２．営業外費用のうち主要項目    
受取賃貸料費用 32  36  57  

固定資産除却損 12  12  23  

※３．特別利益のうち主要項目    
過年度損益修正 -  128  

税務調査により、過年度において費用処理

した固定資産の、取得価額に算入すべきと

指摘された金額であります。 

建物及び構築物    27百万円

機械装置及び運

搬具 
  100百万円

工具器具及び備

品 
   1百万円

計   128百万円

-  

固定資産売却益 57  -  57  

※４．特別損失のうち主要項目    
投資有価証券評価損 -  1 -  

 ５．減価償却実施額    
有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

（賃貸用不動産） 

計 

363 

138 

14 

  

516 

335  

138  

14  

  

489  

764  

280  

29  

  

1,073 

※６．過年度法人税等の内容 ─────    平成16年３月期に計上した米国子会社

解散に伴う特別損失等に関する更正に係る

法人税等であります。 

─────  

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日) 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 

前事業年度末株式

数（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末

株式数（株） 

  自己株式         

   普通株式（注） 24,743 1,425 - 26,168 

合計 24,743 1,425 - 26,168 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,425株は単元未満株式の買取による増加であります。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び中間会計期間

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

49 16 32 

車両運
搬具 

3 1 1 

その他
(有形固
定資産) 

27 17 9 

無形固
定資産 

2 0 2 

合計 81 35 45 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び中間会計期間

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

49 21 27 

車両運
搬具 

3 2 0 

その他
(有形固
定資産) 

8 3 5 

無形固
定資産 

2 0 1 

合計 62 28 34 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

機械及
び装置 

49 19 29 

車両運
搬具 

3 2 0 

その他
(有形固
定資産) 

17 10 7 

ソフト
ウエア 

2 0 1 

合計 71 32 39 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

同左 

  

  

  

  

  

  

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間会計期間

末残高相当額等 

 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間

末残高相当額等 

 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額等 

 未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内    11百万円

１年超     34百万円

合計     45百万円

１年内      8百万円

１年超      25百万円

合計      34百万円

１年内 9百万円

１年超 30百万円

合計 39百万円

 （注）未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

 支払リース料     6百万円

減価償却費相
当額 

    6百万円

支払リース料      5百万円

減価償却費相
当額 

     5百万円

支払リース料  12百万円

減価償却費相
当額 

12百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 875円51銭

１株当たり中間純利益
金額 

  38円24銭

１株当たり純資産額  903円54銭

１株当たり中間純損失
金額 

   1円80銭

１株当たり純資産額 909円33銭

１株当たり当期純利益
金額 

75円69銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額    

中間（当期）純利益（△純損失）金額（百万円） 1,249 △58 2,474 

普通株主に帰属しない金額（百万円） -  -  -  

普通株式に係る中間（当期）純利益（△純損失）
金額（百万円） 

1,249 △58 2,474 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,689 32,685 32,688 



（事業分離） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 

前会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

─────── １.事業分離の概要 

  （１）分離先企業の名称 

     松下電工ＳＰＴ株式会社 

─────── 

  （２）分離した事業の内容 

     鋼製電線管及びその関連製品に係る 

   事業 

 

  （３）事業分離を行った主な理由 

   電線管事業に関し、最新の製造設備 

   を持つ当社の製造力と電設資材業界 

   に幅広く代理店網を持つ松下電工株 

   式会社の販売力を組み合わせること 

   でユーザーの満足度をより高める商 

   品やサービスの提供、効率的な経営 

   を図り、事業の強化を推進するた 

   め。 

 

  （４）事業分離日 

     平成18年４月３日 

 

  （５）事業分離の形態 

     分社型共同新設分割 

 

 ２．実施した会計処理の概要 

  （１）移転損益 

     認識しておりません。 

 

  （２）受取対価の種類 

     関連会社株式 

 

  （３）移転した事業に係る資産及び負債の適

    正な帳簿価額並びにその内訳 

たな卸資産   267百万円

有形固定資産   69百万円

無形固定資産    0百万円

投資有価証券  7百万円

子会社株式（株

式会社エヌピ

ー・エック） 

80百万円

計   423百万円

 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

 当社は平成17年10月28日開催の取締役会に

おいて、松下電工株式会社と電線管事業を統

合し新会社を設立する旨を決議しておりま

す。 

───── 

  

  

  

  

 当社は平成18年４月３日、松下電工株式会

社と電線管事業を統合し、新会社を設立しま

した。 

  

１.事業統合の目的  １.事業統合の目的 

  最新の製造設備を持つ当社の製造力と電設

資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電工株

式会社の販売力を組み合わせることでユーザ

ーの満足度をより高める商品やサービスの提

供、効率的な経営を図り、事業の強化を推進

すること。 

   最新の製造設備を持つ当社の製造力と電設

資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電工株

式会社の販売力を組み合わせることでユーザ

ーの満足度をより高める商品やサービスの提

供、効率的な経営を図り、事業の強化を推進

すること。 

２.分割する事業内容及び規模  ２.分割した事業内容及び規模 

  鋼製電線管及びその関連製品に係る事業    鋼製電線管及びその関連製品に係る事業 

  売上高  

  約25億円(平成17年３月期) 

    売上高  

  2,035百万円(平成18年３月期) 

３.分割の形態  ３.分割の形態 

  分社型共同新設分割    分社型共同新設分割 

４.新会社の名称  ４.新会社の名称 

  松下電工エスピーティ株式会社（仮称）    松下電工ＳＰＴ株式会社  

５.新会社の設立予定日  ５.資本金額 

  平成18年４月１日    ４億５千万円 

６.資本金額 

  ４億５千万円（予定） 

 ６.出資比率 

   当社 35% 松下電工株式会社 65% 

７.予定出資比率 

  当社 35% 松下電工株式会社 65%  

 ７.新会社へ承継した資産 

たな卸資産   267百万円

有形固定資産   69百万円

無形固定資産    0百万円

投資有価証券  7百万円

子会社株式（株

式会社エヌピ

ー・エック） 

80百万円

計   423百万円



(2）【その他】 

中間配当 

平成18年10月27日開催の取締役会において第151期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。 

（注）平成18年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主（実質株主名簿に記載又は記録された実

質株主を含む）若しくは登録株式質権者に対し、支払いを行ないます。 

係争等 

係争等に関する事項につきましては、追加情報に記載しております。 

中間配当による配当金の総額 130百万円

１株当たりの金額 ４円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月４日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第150期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出して

おります。 

 （２）臨時報告書 

平成18年８月９日関東財務局長に提出しております。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び

経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、住友鋼管株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成18年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 笹井 和廣   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、住友鋼管株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第150期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、住友鋼管株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成18年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 笹井 和廣   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第151期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、住友鋼管株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 
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